
202５（R7）年３月期決算留意点（税務）  

 
２０２５（R7）年３月期の税務・決算に影響のある 2024（R6）年度の税制改正のうち、多くの企業に影響を

する３項目について改正内容の概要を紹介します。 

 企業の構造的・持続的な賃上げを促進するため、令和６年度税制改正において一部要件の見直しがさ

れた上で、令和９年３月 31 日に開始する事業年度まで３年間延長されています。 

1. 教育訓練費の増加要件の見直し 

① 教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の 0.05％以上（要件追加） 

② 教育訓練費の増加割合の要件を緩和（従前１０％→5％） 

2. 子育て支援、女性活躍促進に取り組み企業への上乗せ措置（新設） 

厚生労働省の定める「えるぼし認定（女性活躍推進）」、「くるみん認定（子育てと仕事の両立）」
を活用した、税額控除率の上乗せ措置が新設され、認定取得時に税額控除率を 5％上乗せ。 
 ※えるぼし認定は（2 段階目）以上の認定で適用 

3. 税額控除の繰越措置の創設（新設） 

賃上げ促進税制を適用した際に控除しきれなかった金額がある場合、５年間繰り越すことが可能

になりました。ただし、繰越税額控除をする事業年度において、雇用者給与等支給額が前事業年度

より増加していることが必要となります。 

物価高騰等による会議費の実態の変化を踏まえ、損金不算入となる交際費等の範囲から除外される

飲食費の金額基準が、1 人当たり 5,000 円以下から 10,000 円以下に引き上げられた上で、交際費等の損

金不算入制度が３年間延長されています。 

 なお、2024 年 4 月 1 日以後に支出する飲食費について適用されますので、3 月決算企業は期首からの

適用となります。その他の交際費の損金不算入制度自体の変更はありません。 

中小企業倒産防止共済事業に係る掛金を支出した場合に、その支出した掛金の損金処理に一定の制限

が設けられました。当該共済契約を解除してから 2 年間は、再度その共済に加入して掛金を支出しても、

税務上の損金として処理ができなくなりました。 

 なお、この措置は 2024（R6）年 10 月 1 日以後に解除された共済契約から適用となります。 

 

※制度の再加入自体に問

題は無く、当該制限のある

期間に支出した掛金は資

産計上になります。 
 

 

＠３月の予定  

３/１０・２月分源泉所得税 

・住民税の特別徴収税額納付期限 

３/３１・１月決算法人の確定申告 

・4,7,10 月決算の消費税及び地方消費税の中間申告 

 

《休業日》土曜・日曜・祝日 
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交際費の損金不算入制度の見直し＋延長 

賃上げ促進税制の改正（中小企業向け） 

中小企業倒産防止共済事業の負担金の損金算入特例の見直し 

参照：国税庁資料  


